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体
重　

キ
ロ
の
人
で
約　

兆
個

60

60

の
細
胞
を
持
っ
て
い
ま
す
。
こ
の

細
胞
１
個
１
個
に
、
例
外
を
除
い

て
す
べ
て
同
じ
遺
伝
子
が
組
み
込

ま
れ
て
い
ま
す
。
１
個
の
細
胞
の

中
心
に
は
核
が
あ
っ
て
、
そ
の
核
の
中
に

遺
伝
子
が
あ
り
、
こ
こ
に
Ｄ
Ｎ
Ａ
と
い
う

物
質
が
あ
る
の
で
す
。
Ｄ
Ｎ
Ａ
に
は
、
生

命
に
関
す
る
す
べ
て
の
情
報
が
入
っ
て
い

る
と
考
え
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

私
た
ち
は
元
を
た
ど
れ
ば
た
っ
た
１
個

の
細
胞
（
受
精
卵
）
で
す
。
そ
の
１
個
の

細
胞
が
母
親
の
胎
内
で
分
裂
を
続
け
、
成

長
し
て
い
き

ま
す
。

　

簡
単
に
子

供
を
作
る
と

い
い
ま
す

が
、
生
命
科

学
の
現
場
に

い
る
私
た
ち
か
ら
見
る
と
、
こ
れ
は
正
確

で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
私
た
ち
は
、
た
だ
授

精
の
お
手
伝
い
を
し
た
に
す
ぎ
ま
せ
ん
。

そ
し
て
、
胎
児
に
栄
養
を
与
え
た
だ
け
で

す
。
そ
の
結
果
、
一
個
の
受
精
卵
か
ら
赤

ち
ゃ
ん
が
誕
生
す
る
の
で
す
。

　

子
供
が
誕
生
す
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
書
い

た
の
は
両
親
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
そ
の
プ

ロ
グ
ラ
ム
通
り
一
刻
の
休
み
も
な
く
整
然

と
働
い
て
い
る
営
み
は
、
人
間
業
を
超
え

た
大
自
然
（
サ
ム
シ
ン
グ
・
グ
レ
ー
ト
）

の
偉
大
な
働
き
と
い
う
他
な
い
の
で
す
。

子
供
は
両
親
の
も
の
だ
け
で
な
く
、
宇

宙
、
地
球
、
そ
し
て
サ
ム
シ
ン
グ
・
グ
レ
ー

ト
が
丹
誠
込
め
て
作
り
上
げ
た
最
高
の
贈

り
物
で
す
。　

　

生
物
は
約
九
億
年
前
か
ら
、
異
な
る
性

の
結
合
で
あ
る
有
性
生
殖
で
子
供
を
産
み

進
化
し
て
い
ま
す
。
人
間
も
約
４
０
０
万

年
前
か
ら
、
父
親
と
母
親
に
よ
り
子
供
が

誕
生
し
現
在
に
至
っ
て
い
ま
す
。
宇
宙
や

地
球
に
は
法
則
と
呼
ば
れ
る
も
の
が
あ

り
、
そ
れ
ら
に
は
マ
イ
ナ
ス
と
プ
ラ
ス
、

陰
と
陽
、
夜
と
昼
、
男
と
女
な
ど
、
対
称

的
な
も
の
が
存
在
し
、
そ
の
も
の
が
ペ
ア

と
な
り
働
い
た
り
、
新
し
い
も
の
を
生
み

出
し
て
い
ま

す
。
遺
伝
子

暗
号
も
、
少

し
異
な
る
塩

基
が
Ａ：

Ｔ
、
Ｃ：

Ｇ

の
よ
う
に
ペ

ア
と
な
っ
て
存
在
し
、
コ
ピ
ー
を
つ
く
っ

た
り
、
タ
ン
パ
ク
質
を
つ
く
っ
て
細
胞
内

の
化
学
反
応
を
制
御
し
て
い
る
の
で
す
。

　

特
に
人
間
の
場
合
、
立
派
な
成
人
に
育

つ
の
に
、
父
親
と
母
親
の
協
力
が
必
要
で

す
。
少
な
く
と
も
、
厳
し
い
父
親
的
な
も

の
と
、
優
し
い
母
親
的
な
も
の
が
必
要
で

す
。
男
と
女
が
、
そ
れ
ぞ
れ
の
特
徴
を
生

か
し
、
お
互
い
に
助
け
あ
う
こ
と
が
子
供

を
育
て
る
だ
け
で
な
く
、
人
間
が
生
物
と

し
て
生
き
残
る
た
め
に
も
必
要
な
こ
と
な

の
で
す
。

　

富
士
と
傘
雲
（
撮
影：

澤
地　

弘
氏
・
箱
根
町
役
場
）
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■　

各
協
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閑話休題

筑
波
大
学
名
誉
教
授　

村
上　

和
雄

子
供
は
作
れ
る
も
の
で
は

な
い
、授
か
る
も
の
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平
成　

年
度
政
府
予
算
は
、
昨
年　

月　

日
の
財
務
原
案
、
翌
日
か
ら
の
復
活
折
衝
を
経
た　

日

18

12

20

24

の
閣
議
に
お
い
て
政
府
案
が
決
定
さ
れ
た
。
一
般
会
計
の
総
額
は
、　

年
度
当
初
比
3
・
0
％
減
の

17

　

兆
6
、
8
6
0
億
円
と
4
年
ぶ
り
の
減
額
、
8
年
ぶ
り
に　

兆
円
を
割
り
込
む
緊
縮
型
と
な
っ
た
。

79

80

　

政
策
的
経
費
で
あ
る
一
般
歳
出
は
、
1
・
9
％
減
の　

兆
3
、
6
6
0
億
円
で
2
年
連
続
の
減
額
。

46

歳
入
で
は
、
税
収
が
三
位
一
体
の
改
革
に
伴
う
地
方
へ
の
税
源
移
譲
分
（
所
得
譲
与
税
）
1
兆
8
、

9
0
0
億
円
を
除
い
て
4
・
3
％
増
の　

兆
8
、
7
8
0
億
円
。
税
収
割
合
は
、　

年
度
の　

・
5
％

45

17

53

か
ら　

・
5
％
に
改
善
さ
れ
た
。
こ
の
結
果
、
財
源
不
足
を
補
う
た
め
に
発
行
す
る
新
規
国
債
の
発

57

行
額
は　

・
8
％
減
の　

兆
9
、
7
3
0
億
円
と
過
去
最
大
の
減
額
幅
に
抑
え
た
。
公
債
依
存
度
は

12

29

4
・
2
ポ
イ
ン
ト
改
善
さ
れ
て　

・
6
％
に
低
下
。
国
の
基
礎
的
財
政
収
支
の
赤
字
は
、　

年
度
の

37

17

　

兆
9
、
4
7
8
億
円
か
ら　

兆
2
、
1
1
4
億
円
に
縮
小
し
た
。
た
だ
し　

年
度
末
の
国
債
発
行

15

11

18

残
高
は
、　

年
度
よ
り
約
5
兆
3
千
円
増
の
5
4
2
兆
円
と
な
る
。
国
・
地
方
を
合
わ
せ
た
長
期
債

17

務
残
高
は
、
7
7
5
兆
円
に
膨
ら
む
。

　

一
方
、
政
府
予
算
編
成
の
決
定
を
前
に
平
成　

年
度
の
地
方
財
政
対
策
は
、　

月　

日
の
竹
中
総

18

12

18

務
相
と
谷
垣
財
務
相
の
閣
僚
折
衝
に
よ
り
決
着
し
た
。
地
方
財
政
計
画
の
全
体
規
模
は
、　

年
度
比

17

0
・
7
％
減
の　

兆
1
、
8
0
0
億
円
と
5
年
連
続
の
減
少
と
な
っ
た
。
公
債
費
を
除
く
一
般
歳
出

83

は
、
1
・
2
％
減
の　

兆
5
、
0
0
0
億
円
。
焦
点
と
な
っ
て
い
た
地
方
交
付
税
総
額
は
、
地
方
自

66

治
体
に
配
分
す
る
出
口
ベ
ー
ス
で
、　

兆
9
、
1
0
0
億
円
と
5
・
9
％
（
9
、
9
0
0
億
円
）
の

15

減
と
な
っ
た
。
し
か
し
景
気
の
回
復
な
ど
で
地
方
税
の
増
収
が
見
込
ま
れ
る
た
め
、
地
方
一
般
財
源

の
総
額
は　

兆
6
、
3
0
0
億
円
（
2
0
0
億
円
程
度
の
増
）
と
す
る
な
ど
、　

年
度
の
水
準
を
確

55

17

保
し
た
。　

年
度
の
地
方
財
政
対
策
が
決
着
し
た
こ
と
を
受
け
、
全
国
町
村
会
（
会
長
・
山
本
文
男

18

福
岡
県
添
田
町
長
）
な
ど
地
方
六
団
体
は
、「
地
方
交
付
税
な
ど
の
一
般
財
源
総
額
が
確
保
さ
れ
た
こ

と
に
よ
り
、
一
定
の
国
と
地
方
の
信
頼
関
係
は
保
た
れ
た
」
と
す
る
共
同
声
明
を
発
表
し
た
。

　

全
国
町
村
会
で
は
財
務
原
案
の
内
示
を
受
け
、　

月　

日
に
政
務
調
査
会
を
開
催
し
、
関
係
各
省

12

21

か
ら
内
示
原
案
の
内
容
に
つ
い
て
説
明
を
聴
取
す
る
と
と
も
に
、
政
府
、
国
会
に
対
し
重
点
要
望
事

項
の
実
現
に
向
け
て
実
行
運
動
を
行
っ
た
。

政務調査会（12月21日）
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（単位　百万円）
平成18年度一般会計歳入歳出概算

備　　　　考伸　率比較増△減額
（B－A）

平成18年度
概算額（B）

前年度予算額
（当初）（A）区　　　　　　　　分

％　　　歳　　　　　入

4.31,871,00045,878,00044,007,0001． 租 税 及 印 紙 収 入

1.349,1063,835,0243,785,9182． そ の 他 収 入

△12.8△4,417,00029,973,00034,390,0003． 公 債 金

△3.0△2,496,89479,686,02482,182,918合　　　　　計

　　　　歳　　　　　出

1.7319,38818,761,56018,442,1741． 国 債 費

△9.5△1,530,48614,558,43416,068,9202． 地 方 交 付 税 交 付 金 等

△1.9△916,86846,366,03047,282,8983． 一 般 歳 出

－△368,926－368,9264． 改革推進公共投資事業償還時補助等

△3.0△2,496,89479,686,02482,182,918合　　　　　計

（注）計数整理の結果、異動を生ずることがある。

（単位　百万円）
平成18年度一般会計歳出概算主要経費別内訳

備　　　　考伸　率比較増△減額
（B－A）

平成18年度
概算額（B）

前年度予算額
（当初）（A）事　　　　　　　　項

％　　　（社 会 保 障 関 係 費）

6.4123,1052,046,0771,922,9721． 生 活 保 護 費

△8.1△132,6061,511,7201,644,3262． 社 会 福 祉 費

1.9298,28816,162,09115,863,8033． 社 会 保 険 費

△12.8△61,939421,284483,2234． 保 健 衛 生 対 策 費

△7.2△33,717432,726466,4435． 失 業 対 策 費

0.9193,13120,573,89820,380,767計

　　　　（文教及び科学振興費）

△20.7△438,6441,676,3492,114,9931． 義 務 教 育 費 国 庫 負 担 金

1.114,2241,331,1951,316,9712． 科 学 技 術 振 興 費

△14.2△19,027114,505133,5323． 文 教 施 設 費

△0.5△10,0502,009,6942,019,7444． 教 育 振 興 助 成 費

△1.8△2,433135,361137,7945． 育 英 事 業 費

△8.0△455,9305,267,1045,723,034計

1.7319,38618,761,56018,442,174国 債 費

（次頁へつづく）
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備　　　　考伸　率比較増△減額
（B－A）

平成18年度
概算額（B）

前年度予算額
（当初）（A）事　　　　　　　　項

（恩 給 関 係 費）

△10.3△4,11635,87439,9901． 文 官 等 恩 給 費

△6.3△60,837907,248968,0852． 旧 軍 人 遺 族 等 恩 給 費

△3.4△1223,4793,6013． 恩 給 支 給 事 務 費

△9.3△5,36252,28757,6494． 遺族及び留守家族等援護費

△6.6△70,437998,8881,069,325計

△5.7△828,44013,742,47414,570,914地 方 交 付 税 交 付 金

△46.2△702,046815,9601,518,006地 方 特 例 交 付 金

△0.9△42,4394,813,9184,866,357防 衛 関 係 費

　　　（公 共 事 業 関 係 費）

△4.5△48,3841,027,3391,075,7231． 治 山 治 水 対 策 事 業 費

△5.2△87,9701,610,4881,698,4582． 道 路 整 備 事 業 費

△3.2△17,444528,166545,6103． 港湾空港鉄道等整備事業費

△4.2△72,9321,653,0941,726,0264． 住 宅 都市環境整備事業費

△8.3△94,9091,042,0551,136,9645． 下水道水道廃棄物処理等施設整備費

△6.2△47,762727,829775,5916． 農 業 農 村 整 備 事 業 費

△4.9△16,762322,314339,0767． 森 林 水産基盤整備事業費

35.256,630217,535160,9058． 調 整 費 等

△4.4△329,5337,128,8207,458,353小　　　　　　　計

0.0072,67472,6749． 災 害 復 旧 等 事 業 費

△4.4△329,5337,201,4947,531,027計

△2.5△18,595721,826740,421経 済 協 力 費

△6.6△11,334161,646172,980中 小 企 業 対 策 費

△4.9△24,430470,927495,357エ ネ ル ギ ー 対 策 費

△5.8△39,404636,055675,459食 料 安 定 供 給 関 係 費

△32.3△22,97848,05471,032産 業 投 資 特 別 会 計 へ 繰 入

－△368,926－368,926改革推進公共投資事業償還時補助等

△1.8△94,9195,122,2205,217,139そ の 他 の 事 項 経 費

0.00350,000350,000予 備 費

△3.0△2,496,89479,686,02482,182,918合　　　　　　　計

　　　公共投資関係費　　　　8,271,966百万円　　　　7,878,457百万円　　　　△393,509百万円　　　　　　△4.8％
（注）公共投資関係費は、公共事業関係費及びその他施設費（社会保障関係費、文教及び科学振興費等の内数）を再掲したもの。

（参　考）
　　　　　　　　　　　　　　前年度予算額　　　　　　平成18年度　　　　　　

比較増△減額　　　　　　　伸　率　　　　　　　　　　　　　　（当　　　初）　　　　　　概　算　額　　　
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平
成　

年
度

１８地
方
財
政
対
策
の
概
要　

　

平
成　

年
度
地
方
財
政
対
策
は　

月

１８

１２

　

日
、
竹
中
総
務
大
臣
と
谷
垣
財
務
大

１８臣
と
の
大
臣
折
衝
で
決
着
を
み
た
。

　

平
成　

年
度
地
方
財
政
計
画
の
規
模

１８

は
、
対
前
年
度
比
０
・
７
％
減
の　

兆
８３

１
、
８
０
０
億
円
（
児
童
手
当
拡
充
分

等
を
除
く
と
、
同
１
・
３
％
減
の　

兆
８２

３
、
２
０
０
億
円
）
と
な
り
、
５
年
連

続
で
計
画
規
模
が
減
少
し
た
。
公
債
費

等
を
除
く
地
方
一
般
歳
出
は
厳
し
く
抑

制
さ
れ
、
同
１
・
２
％
減
の　

兆
５
、

６６

０
０
０
億
円
（
児
童
手
当
拡
充
分
等
を

除
く
と
、
同
２
・
０
％
減
の　

兆
６
、

６５

５
０
０
億
円
）
と
な
り
、
７
年
連
続
で

減
少
し
た
。

　

地
方
一
般
財
源
総
額
は
、
前
年
度
を

上
回
っ
て
確
保
さ
れ
、
同
２
０
０
億
円

増
の　

兆
６
、
３
０
０
億
円
と
な
っ

５５

た
。
そ
の
う
ち
、
地
方
税
は　

兆
９
、

３４

０
０
０
億
円
（
同
１
兆
５
、
８
０
０
億

円
増
）、
地
方
交
付
税
は　

兆
９
、
１
０

１５

０
億
円
（
同
９
、
９
０
０
億
円
減
）、
臨

時
財
政
対
策
債
２
兆
９
、
１
０
０
億
円

（
同
３
、
１
０
０
億
円
減
）、
そ
の
他（
減

税
補
て
ん
特
例
交
付
金
、
減
税
補
て
ん

債
等
）
１
兆
９
、
１
０
０
億
円
（
同
２
、

６
０
０
億
円
減
）
と
な
っ
て
い
る
。

　

そ
の
う
ち
地
方
交
付
税
に
つ
い
て

は
、
国
税
５
税
の
法
定
率
分　

兆
５
、

１２

３
０
０
億
円
に
、
一
般
会
計
に
お
け
る

加
算
措
置
１
兆
２
、
２
０
０
億
円
を
加

え
た　

兆
７
、
５
０
０
億
円
が
一
般
会

１３

計
か
ら
の
繰
入
額
（
入
口
ベ
ー
ス
）
と

な
っ
た
。
こ
れ
に
交
付
税
特
別
会
計
借

入
金
１
兆
１
、
６
０
０
億
円
、
交
付
税

特
別
会
計
剰
余
金
の
活
用
等
４
、
７
０

０
億
円
及
び
平
成　

年
度
か
ら
の
繰
越

１７

分
１
兆
２
、
９
０
０
億
円
を
加
え
、
交

付
税
特
別
会
計
借
入
金
償
還
及
び
支
払

利
子
分
７
、
６
０
０
億
円
を
差
し
引
い

た
も
の
が
地
方
公
共
団
体
に
配
分
さ
れ

る
出
口
ベ
ー
ス
と
な
り
、
同
５
・
９
％

減
の　

兆
９
、
１
０
０
億
円
が
確
保
さ

１５

れ
た
。

　

平
成　

年
度
に
お
け
る
財
源
不
足
は

１８

８
兆
７
、
４
０
０
億
円
と
な
っ
て
お

り
、
う
ち
、
通
常
収
支
不
足
分
が
５
兆

７
、
０
０
０
億
円
（
同
１
兆
８
、
１
０

０
億
円
減
）、
恒
久
的
な
減
税
の
実
施

に
伴
う
減
収
分
が
３
兆
４
０
０
億
円
と

な
っ
て
い
る
。
通
常
収
支
不
足
分
に
つ

い
て
は
、
財
源
対
策
債
１
兆
６
、
５
０

０
億
円
、
一
般
会
計
加
算
（
既
往
法
定

分
等
）
４
、
４
０
０
億
円
、
一
般
会
計

加
算
（
臨
時
財
政
対
策
分
）
７
、
０
０

０
億
円
、
臨
時
財
政
対
策
債
２
兆
９
、

１
０
０
億
円
の
補
て
ん
措
置
が
講
じ
ら

れ
た
。
な
お
、
税
源
移
譲
に
伴
う
所
得

税
の
交
付
税
率
分
へ
の
影
響
を
緩
和
す

る
た
め
、
平
成　

年
度
に
２
、
６
０
０

１９

億
円
、
平
成　

年
度
に
２
、
０
０
０
億

２０

円
、
平
成　

年
度
に
１
、
４
０
０
億
円

２１

を
交
付
税
総
額
に
加
算
す
る
こ
と
と

な
っ
た
。
平
成　

年
度
の
恒
久
的
な
減

１８

税
の
実
施
に
伴
う
減
収
分
（
地
方
税
の

減
収
１
兆
８
、
１
０
０
億
円
、
国
税
の

減
税
に
よ
る
地
方
交
付
税
影
響
分
１
兆

２
、
３
０
０
億
円
）
に
つ
い
て
は
、
こ

れ
ま
で
と
同
様
の
補
て
ん
措
置
が
講
じ

ら
れ
た
が
、
平
成　

年
度
以
降
、
恒
久

１９

化
さ
れ
る
地
方
税
の
減
収
に
係
る
補
て

ん
措
置
は
、
①
国
の
た
ば
こ
税
の
一
部

移
譲
、
②
法
人
税
の
交
付
税
率
引
上

げ
、
③
地
方
特
例
交
付
金
（
平
成　

年
１９

度
４
、
０
０
０
億
円
、
平
成　

年
度
２
、

２０

０
０
０
億
円
、
平
成　

年
度
廃
止
）、
④

２１

①
・
②
で
補
て
ん
さ
れ
な
い
減
収
相
当

額
は
、
通
常
収
支
の
国
・
地
方
の
折
半

ル
ー
ル
に
沿
っ
て
補
て
ん
さ
れ
る
こ
と

と
な
っ
た
。

　

三
位
一
体
の
改
革
に
つ
い
て
は
、
平

成　

年
か
ら　

年
の
改
革
期
間
中
に
、

１６

１８

４
兆
円
を
上
回
る
国
庫
補
助
負
担
金
の

改
革
が
実
施
さ
れ
、
う
ち
、
約
３
兆
円

が
税
源
移
譲
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

　

こ
の
税
源
移
譲
は
、
平
成　

年
度
税

１８

制
改
正
に
お
い
て
、
所
得
税
か
ら
個
人

住
民
税
に
お
い
て
行
い
、
個
人
住
民
税

所
得
割
の
税
率
を　

％
（
都
道
府
県
税

１０

４
％
、
市
町
村
税
６
％
）
の
比
例
税
率

と
し
て
行
う
。
平
成　

年
度
は
暫
定
的

１８

措
置
と
し
て
、
所
得
譲
与
税
に
て
３
兆

　

億
円
を
移
譲
し
、
税
源
移
譲
後
の
都

９４道
府
県
民
税
所
得
割
、
市
町
村
民
税
所

得
割
の
税
率
を
踏
ま
え
、
都
道
府
県
へ

２
兆
１
、
７
９
４
億
円
、
市
町
村
（
特

���

���
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別
区
を
含
む
）
へ
８
、
３
０
０
億
円
譲

与
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。　

　

地
方
財
政
計
画
と
決
算
の
乖
離
に
つ

い
て
は
、
一
体
的
に
是
正
す
る
た
め
、

投
資
的
経
費
（
単
独
）
を
２
兆
円
削
減

し
、
経
常
的
経
費
（
単
独
）
を
１
兆
円

増
額
し
た
。
こ
れ
に
よ
り
、
一
般
財
源

ベ
ー
ス
で
１
兆
円
の
乖
離
（
同
６
、
５

０
０
億
円
増
）
が
是
正
さ
れ
た
。

　

こ
の
結
果
、
主
な
地
方
財
政
指
標
は

一
般
財
源
総
額　

兆
６
、
３
０
０
億
円

５５

（
同
２
０
０
億
円
増
）、
一
般
財
源
比
率

　

・
６
％
（
同
２
・
６
％
増
）、
地
方
債

６６依
存
度　

・
０
％
（
同
１
・
６
％
減
、

１３

臨
時
財
政
対
策
債
を
含
む
）、
地
方
の

借
入
金
残
高
２
０
４
兆
円
（
平
成　

年
１７

末
と
同
額
）、
交
付
税
特
別
会
計
借
入

金
残
高　

兆
８
、
０
０
０
万
円
（
平
成

５２

　

年
末
見
込
み　

兆
７
、
０
０
０
万

１７

５１

円
）、
う
ち
地
方
負
担
分　

兆
２
、
０
０

３４

０
万
円
と
な
る
。

【
平
成　

年
度
主
要
施
策
】

１８

・「
国
民
健
康
保
険
制
度
の
財
政
基
盤

の
強
化
」

　

国
民
健
康
保
険
事
業
の
厳
し
い
財
政

状
況
に
配
意
し
、
平
成　

年　

月
１
日

１７

１２

に
政
府
・
与
党
医
療
改
革
協
議
会
で
決

定
さ
れ
た
医
療
制
度
改
革
大
綱
を
踏
ま

え
、
国
民
健
康
保
険
に
対
し
て
、
①
都

道
府
県
調
整
交
付
金
の
拡
充
（
５
％→

７
％
）、
②
保
険
基
盤
安
定
制
度
（
保
険

料
軽
減
分
、
保
険
者
支
援
分
）
の
実
施
、

③
保
険
財
政
共
同
安
定
化
事
業（
仮
称
）

の
創
設
、
④
高
額
医
療
費
共
同
事
業
の

実
施
（
都
道
府
県
単
位
で
１
件　

万
円

７０

以
上→

　

万
円
以
上
）、
⑤
国
保
財
政

８０

安
定
化
支
援
事
業
の
実
施
等
に
よ
る
財

政
基
盤
を
強
化
す
る
た
め
の
支
援
措
置

が
講
じ
ら
れ
た
。

・「
市
町
村
合
併
の
推
進
」

　

旧
合
併
特
例
法
の
下
で
合
併
し
た
市

町
村
を
支
援
す
る
と
と
も
に
、
合
併
新

法
の
下
で
も
国
、
都
道
府
県
、
市
町
村

が
一
体
と
な
っ
て
、
自
主
的
な
市
町
村

合
併
を
推
進
で
き
る
よ
う
、
平
成　

年
１８

度
事
業
費
１
兆
３
、
１
０
０
億
円
（
ソ

フ
ト
事
業
３
、
１
０
０
億
円
、
ハ
ー
ド

事
業
１
兆
円
）
の
財
政
措
置
が
講
じ
ら

れ
た
。

・「
行
政
改
革
の
推
進
に
寄
与
す
る
地

方
債
の
創
設
」

　

地
方
団
体
の
行
政
改
革
促
進
に
寄
与

す
る
た
め
、「
退
職
手
当
債
」（
団
塊
世

代
の
大
量
定
年
退
職
等
に
伴
う
平
成　
１８

年
度
以
降
の
退
職
手
当
の
大
幅
な
増
加

に
対
処
し
つ
つ
、
地
方
公
務
員
の
総
人

件
費
削
減
を
進
め
る
た
め
、
今
後　

年
１０

間
の
特
例
措
置
と
し
て
、
今
後
の
定
員

及
び
総
人
件
費
の
適
正
化
計
画
を
作
成

し
、
将
来
の
総
人
件
費
の
削
減
に
取
り

組
む
地
方
公
共
団
体
を
対
象
に
、
許
可

に
よ
り
、
定
年
退
職
者
等
の
退
職
手
当

の
財
源
に
充
て
る
た
め
の
地
方
債
。）を

拡
充
（
平
成　

年
度
措
置
額
２
、
６
０

１８

０
億
円
）
す
る
と
と
も
に
、「
行
政
改
革

推
進
債
」（
集
中
改
革
プ
ラ
ン
等
に
基
づ

き
数
値
目
標
を
設
定
・
公
表
し
て
計
画

的
に
行
政
改
革
を
推
進
し
て
い
る
団
体

が
、
必
要
な
公
共
施
設
等
の
整
備
事
業

を
円
滑
に
実
施
で
き
る
よ
う
、
当
該
事

業
に
係
る
通
常
の
地
方
債
に
加
え
、
行

政
改
革
の
取
り
組
み
に
よ
り
将
来
の
財

政
負
担
の
軽
減
が
見
込
ま
れ
る
範
囲
内

に
お
い
て
、
更
に
行
政
改
革
推
進
債
を

充
当
で
き
る
。）
を
創
設
（
同
３
、
０
０

０
億
円
）
し
た
。

・「
児
童
手
当
の
拡
充
」

　

子
育
て
家
庭
の
経
済
的
負
担
の
軽
減

等
を
図
る
た
め
、
児
童
手
当
制
度
が
支

給
対
象
家
庭
の
概
ね　

％
ま
で
拡
充

９０

（
支
給
対
象
年
齢：

小
学
校
第
３
学
年

終
了→

小
学
校
修
了
ま
で
、
所
得
制

限：

被
用
者
７
８
０
万
円→

８
６
０
万

円
、
非
被
用
者
５
９
６
・
３
万
円→

７

８
０
万
円
）
さ
れ
同
１
、
４
９
０
億
円

が
計
上
さ
れ
る
と
と
も
に
、
こ
れ
に
伴

う
地
方
負
担
の
増
加
を
賄
う
た
め
、
地

方
特
例
交
付
金
（
同
７
０
０
億
円
）
を

創
設
す
る
。

・「
三
位
一
体
改
革
に
伴
う
施
設
整
備

費
へ
の
財
源
措
置
」

　

三
位
一
体
改
革
に
伴
い
廃
止
・
税
源

移
譲
さ
れ
る
施
設
整
備
費
補
助
金
に
係

る
施
設
整
備
に
つ
い
て
、
引
き
続
き
必

要
な
事
業
を
円
滑
に
実
施
で
き
る
よ

う
、
従
来
の
補
助
金
相
当
部
分
（
補
助

率
か
さ
上
げ
分
を
含
む
）に
つ
い
て
、原

則
と
し
て
特
別
の
地
方
債
に
よ
る
財
源

（
同
７
０
０
億
円
）を
措
置
す
る
。

　

な
お
、
当
該
地
方
債
の
元
利
償
還
金

に
つ
い
て
は
、
後
年
度
そ
の
１
０
０
％

を
普
通
交
付
税
の
基
準
財
政
需
要
額
に

算
入
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。

・「
下
水
道
事
業
に
係
る
財
政
措
置
の

見
直
し
」

　

下
水
道
繰
出
金
に
係
る
地
方
財
政
措

置
を
雨
汚
水
比
率
等
の
実
体
に
沿
っ
て

見
直
し
、
平
成　

年
度
か
ら
適
用
（
平

１８

成　

年
度
地
財
計
画
計
上
額
１
兆
４
、

１８
３
０
０
億
円
）
す
る
。

・「
平
成　

年
度
公
債
費
負
担
対
策
」

１８

　

平
成　

年
度
公
債
費
負
担
対
策
と
し

１８

て
、
①
公
営
企
業
借
換
債
を
２
、
０
０

０
億
円
確
保
し
、
②
起
債
制
限
比
率
等

一
定
の
要
件
を
満
た
す
団
体
に
つ
い

て
、
高
金
利
の
地
方
債
制
度
に
対
し
特

別
交
付
税
に
よ
る
措
置
を
講
じ
る
と
と

も
に
、
③
起
債
制
限
比
率
が
高
い
（　
１４

％
以
上
等
）
た
め
公
債
費
負
担
適
正
化

計
画
を
策
定
し
、
財
政
構
造
の
弾
力
化

に
取
り
組
む
市
町
村
に
対
し
、
特
別
交

付
税
措
置
を
講
じ
て
い
る
。

【
地
方
債
計
画
】

　

平
成　

年
度
地
方
債
計
画
は
、
地
方

１８
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財
源
不
足
に
対
処
す
る
為
の
措
置
を
講

じ
る
と
と
も
に
、
地
方
公
共
団
体
が
行

政
改
革
と
財
政
の
健
全
化
を
図
り
、
当

面
す
る
課
題
に
重
点
的
・
効
率
的
に
対

処
出
来
る
よ
う
、
公
的
資
金
の
重
点
化

及
び
地
方
債
資
金
の
市
場
化
を
一
層
推

進
し
つ
つ
、
所
用
の
地
方
債
資
金
を
確

保
す
る
こ
と
を
目
的
に
策
定
し
て
い

る
。
な
お
、
平
成　

年
度
か
ら
の
地
方

１８

債
協
議
制
度
へ
の
円
滑
な
移
行
を
図
る

こ
と
と
し
て
い
る
。

　

平
成　

年
度
地
方
債
の
総
額
は　

兆

１８

１３

９
、
４
６
６
億
円
（
前
年
度
比
１
兆
５
、

９
０
０
億
円
減
）、
う
ち
、
普
通
会
計
分

　

兆
８
、
１
７
４
億
円
（
同
１
兆
４
、

１０４
４
５
億
円
減
）、
公
営
企
業
会
計
等

分
３
兆
１
、
２
９
２
億
円
（
同
１
、
４

５
５
億
円
減
）
と
な
っ
て
い
る
。
普
通

会
計
分
で
は
、
通
常
分
５
兆
５
、
４
３

２
億
円
（
同
１
兆
１
、
７
７
３
億
円

減
）、
特
別
分
と
し
て
、
臨
時
財
政
対
策

債
２
兆
９
、
０
７
２
億
円
（
同
３
、
１

５
９
億
円
減
）、
減
税
補
て
ん
債
４
、
５

２
０
億
円
（
同
１
、
０
６
３
億
円
減
）、

財
源
対
策
債
１
兆
６
、
５
０
０
億
円

（
同
１
、
１
０
０
億
円
減
）、
退
職
手
当

債
２
、
６
０
０
億
円
（
皆
増
）、
調
整

（
不
交
付
団
体
分
）　

億
円
（
皆
増
）
と

５０

な
っ
て
い
る
。

　

地
方
債
計
画
の
特
色
と
し
て
は
、
①

国
庫
補
助
負
担
金
改
革
に
お
け
る
施
設

費
の
一
般
財
源
化
に
伴
い
７
０
０
億
円

を
措
置
。
②
行
革
の
推
進
に
寄
与
す
る

地
方
債
と
し
て
、「
退
職
手
当
債
」
２
、

６
０
０
億
円
及
び「
行
政
改
革
推
進
債
」

３
、
０
０
０
億
円
を
計
上
。
こ
の
他
、

③
合
併
特
例
事
業
の
推
進
、
④
地
方
公

営
企
業
に
よ
る
生
活
関
連
社
会
資
本
整

備
の
推
進
、
⑤
公
営
企
業
借
換
債
の
確

保
、
⑥
地
方
債
協
議
制
度
へ
の
移
行
に

伴
う
見
直
し
、
⑦
ア
ス
ベ
ス
ト
除
去
へ

の
対
応
等
が
掲
げ
ら
れ
て
い
る
。

　

ま
た
、
地
方
債
資
金
に
つ
い
て
は
、

地
方
分
権
推
進
等
の
趣
旨
を
踏
ま
え
、

公
的
資
金
の
重
点
化
、
縮
減
を
図
り
つ

つ
、
そ
の
所
要
額
を
確
保
し
て
い
る
。

公
的
資
金
の
縮
減
に
対
応
し
、
民
間
資

金
等
の
円
滑
な
調
達
を
図
る
た
め
、
市

場
公
募
団
体
の
拡
大
や
共
同
発
行
市
場

公
募
地
方
債
及
び
住
民
参
加
型
市
場
公

募
地
方
債
の
発
行
を
推
進
す
る
こ
と
と

し
、
市
場
公
募
資
金
を
３
兆
５
、
０
０

０
億
円
計
上
し
て
い
る
。

　

な
お
、
平
成　

年
度
か
ら
地
方
債
制

１８

度
が
現
行
の
許
可
制
度
か
ら
協
議
制
度

へ
と
移
行
す
る
こ
と
と
な
る
が
、
一
定

以
上
の
赤
字
額
を
生
じ
た
団
体
、
実
質

公
債
費
比
率
が　

％
以
上
の
団
体
は
、

１８

許
可
団
体
に
移
行
す
る
こ
と
と
す
る
た

め
の
地
財
法
施
行
令
の
改
正
を
行
う
こ

と
と
し
て
い
る
。

【
平
成　

年
度
地
方
税
制
改
正
】

１８

　

平
成　

年
度
の
地
方
税
制
改
正
は
、

１８

三
位
一
体
の
改
革
に
係
る
税
源
移
譲
に

関
す
る
事
項
が
主
な
改
正
点
と
な
っ

た
。

　

三
位
一
体
の
改
革
の
一
環
と
し
て
、

国
か
ら
地
方
へ
３
兆
円
規
模
の
税
源
移

譲
が
実
施
さ
れ
る
。
具
体
的
に
は
、
個

人
住
民
税
の
所
得
割
を　

％
に
比
例
税

１０

率
化
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
実
施
さ
れ

る
。
な
お
そ
の
際
、
全
て
の
納
税
者
の

負
担
が
増
え
な
い
よ
う
に
配
慮
さ
れ

る
。

　

道
府
県
民
税
と
市
町
村
民
税
の
税
率

に
つ
い
て
は
、
国
庫
補
助
負
担
金
改
革

に
お
け
る
都
道
府
県
と
市
町
村
へ
の
影

響
額
を
基
本
と
し
つ
つ
、
基
礎
自
治
体

で
あ
る
市
町
村
の
果
た
す
役
割
に
も
留

意
し
、
道
府
県
民
税
４
％
、
市
町
村
民

税
６
％
と
な
っ
た
。

　

こ
の
税
源
移
譲
は
、
平
成　

年
分
の

１９

所
得
税
及
び
平
成　

年
度
分
の
個
人
住

１９

民
税
か
ら
適
用
さ
れ
、
平
成　

年
度
に

１８

つ
い
て
は
、
暫
定
措
置
と
し
て
税
源
移

譲
額
の
全
額
が
所
得
譲
与
税
に
よ
っ
て

措
置
さ
れ
る
。

　

な
お
、
税
源
移
譲
に
伴
っ
て
住
宅

ロ
ー
ン
減
税
に
よ
り
所
得
控
除
さ
れ
る

税
額
が
減
少
す
る
場
合
に
は
、
税
源
移

譲
前
後
で
税
負
担
の
変
動
が
生
ず
る
こ

と
の
な
い
よ
う
に
、
平
成　

年
ま
で
に

１８

入
居
し
た
者
に
係
る
平
成　

年
度
以
降

２０

の
個
人
住
民
税
に
つ
い
て
、
所
要
の
減

額
措
置
が
講
じ
ら
れ
る
（
減
収
分
に
つ

い
て
は
全
額
国
費
で
補
填
）。

　

ま
た
、
平
成　

年
６
月
徴
収
分
か
ら

１９

定
率
減
税
は
廃
止
さ
れ
る
。

　

雑
煮
箸
水
引
か
け
て
ひ
と
り
ひ
と
り

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

村
上
鬼
城

　

季
語
は
「
雑
煮
」。
日
本
各
地
に
伝
わ
る

雑
煮
は
さ
ま
ざ
ま
だ
が
、
地
方
の
味
わ
い

の
あ
る
風
習
は
今
後
も
残
し
て
ほ
し
い
。

と
こ
ろ
で
、
正
月
の
食
事
に
水
引
を
か
け

た
太
箸
を
置
く
家
は
、
今
ど
の
く
ら
い
あ

る
だ
ろ
う
か
。
あ
な
た
の
お
宅
で
は
い
か

が
か
？
有
名
ホ
テ
ル
や
料
亭
の
形
だ
け
の

も
て
な
し
に
な
っ
て
し
ま
う
の
は
寂
し
い
。

　

わ
ら
ん
べ
の
溺
る
る
ば
か
り
初
湯
か
な

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

飯
田
蛇
笏

　

季
語
は
「
初
湯
」
で
、
新
年
に
初
め
て

入
る
風
呂
の
こ
と
を
言
う
。
こ
の
句
は
銭

湯
か
、
温
泉
の
大
浴
場
の
情
景
だ
ろ
う
。

か
つ
て
は
銭
湯
と
客
と
の
間
に
現
在
の
感

覚
と
は
違
う
親
密
さ
が
あ
っ
た
よ
う
に
思

う
。
銭
湯
は
元
日
は
休
む
の
で
、
二
日
が

初
湯
に
な
る
。
子
供
達
が
湯
船
に
ふ
ざ
け

て
落
ち
着
か
な
い
様
子
や
、
あ
ふ
れ
る
ほ

ど
豊
富
な
湯
量
が
目
に
浮
か
ぶ
。

　

と
も
づ
な
の
つ
か
り
し
水
や
松
の
内

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

久
保
田
万
太
郎

　

季
語
は
「
松
の
内
」。
こ
の
句
か
ら
は
、

大
漁
旗
や
万
国
旗
で
新
年
の
飾
り
付
け
を

し
た
漁
船
が
並
ん
で
波
止
場
に
繋
が
れ
て

い
る
風
景
が
見
え
て
く
る
。「
つ
か
り
し

水
や
」と
い
う
描
写
か
ら
は
、
入
り
江
の
波

が
と
も
づ
な
を
も
て
あ
そ
ぶ
水
音
ま
で
聞

こ
え
る
ほ
ど
静
か
な
、
い
か
に
も
正
月
な

ら
で
は
と
い
う
感
じ
が
伝
わ
っ
て
く
る
。
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安
心
・
安
全
の
た
め
の
税
制
と
し
て
、

い
わ
ゆ
る
新
耐
震
基
準
を
満
た
さ
な
い

住
宅
の
自
発
的
な
耐
震
改
修
を
よ
り
効

果
的
に
促
進
す
る
た
め
、
固
定
資
産
税

に
お
け
る
減
額
制
度
が
創
設
さ
れ
る
。

ま
た
、
地
震
災
害
に
対
す
る
国
民
の
自

助
努
力
に
よ
る
個
人
資
産
の
保
全
を
促

進
し
、
地
域
災
害
時
に
お
け
る
将
来
的

な
国
民
負
担
の
軽
減
を
図
る
観
点
か

ら
、
地
震
保
険
料
控
除
（
個
人
住
民
税
）

が
創
設
さ
れ
る
。

　

固
定
資
産
税
に
つ
い
て
、
平
成　

年
１８

度
か
ら　

年
度
ま
で
の
土
地
に
係
る
固

２０

定
資
産
税
の
税
負
担
の
調
整
措
置
に
関

し
て
、
納
税
者
に
分
か
り
や
す
い
簡
素

な
制
度
に
見
直
し
を
図
る
こ
と
と
し
、

負
担
水
準
が
低
い
宅
地
に
つ
い
て
、
課

税
の
公
平
の
観
点
か
ら
、
均
衡
化
を
一

層
促
進
す
る
措
置
が
講
じ
ら
れ
る
。
ま

た
、
商
業
地
等
の
宅
地
に
係
る
課
税
標

準
額
の
上
限
は
維
持
さ
れ
、
地
方
公
共

団
体
の
条
例
に
よ
る
減
額
制
度
も
継
続

さ
れ
る
。

【
総
務
省
予
算（
地
方
自
治
関
係
）】

　

平
成　

年
度
総
務
省
予
算
（
地
方
自

１８

治
関
係
）
の
主
な
項
目
を
見
る
と
、
分

権
型
社
会
へ
の
着
実
な
移
行
を
図
る
た

め
、
①
地
方
税
財
政
の
基
盤
強
化
と
し

て　

兆
５
、
５
８
４
億
円
、
②
市
町
村

１４
合
併
の
推
進
と
し
て　

億
２
、
０
０
０

４０

万
円
、
③
新
た
な
時
代
に
対
応
し
た
地

方
行
政
運
営
の
推
進
と
し
て
７
、
０
０

０
万
円
、
④
活
力
、
個
性
、
魅
力
に
溢

れ
る
地
域
づ
く
り
と
し
て
７
億
円
が
計

上
さ
れ
た
。

　

Ｉ
Ｔ
（
Ｉ
Ｃ
Ｔ
）
関
係
で
は
、
①
電

子
政
府
の
総
合
窓
口
（
ｅ－

Ｇ
Ｏ
Ｖ
）

の
運
用
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
利
用
申

請
・
届
出
シ
ス
テ
ム
の
整
備
等
、
電
子

政
府
の
推
進
と
し
て　

億
３
、
０
０
０

７１

万
円
、
②
電
子
自
治
体
構
築
の
促
進
、

住
基
ネ
ッ
ト
シ
ス
テ
ム
に
係
る
セ
キ
ュ

リ
テ
ィ
対
策
の
推
進
、
電
子
投
票
の
導

入
支
援
な
ど
、
電
子
自
治
体
の
推
進
と

し
て　

億
４
、
０
０
０
万
円
が
計
上
さ

１８

れ
た
。
そ
の
他
、
①
Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
活
用
し

た
安
心
・
安
全
へ
の
取
り
組
み
の
推
進

と
し
て　

億
７
、
０
０
０
万
円
、
②
ユ

９５

ビ
キ
タ
ス
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
整
備
促
進

と
し
て
５
７
９
億
３
、
０
０
０
万
円
、

③
Ｉ
Ｃ
Ｔ
利
活
用
の
高
度
化
と
し
て　
４１

億
円
、
④
国
際
戦
略
の
推
進
と
し
て
９

億
７
、
０
０
０
万
円
、
⑤
世
界
を
先
導

す
る
Ｉ
Ｃ
Ｔ
研
究
開
発
の
推
進
と
し
て

１
２
８
億
４
、
０
０
０
万
円
等
が
計
上

さ
れ
た
。

　

ま
た
、
消
防
防
災
基
盤
の
整
備
推
進

と
し
て
、
①
高
度
消
防
・
救
急
救
助
及

び
国
民
保
護
体
制
の
整
備　

億
２
、
０

５７

０
０
万
円
、
②
災
害
救
急
情
報
伝
達
・

収
集
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築　

億
１
、

１６

０
０
０
万
円
、
③
地
域
防
災
力
の
強

化
・
安
心
安
全
な
地
域
づ
く
り　

億
７
、

３６

０
０
０
万
円
等
が
計
上
さ
れ
た
。
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平成18年度地方財政対策の概要

Ⅰ　平成18年度の地方財政の姿

①　地方財政計画の規模 83兆1,800億円程度（前年度 △5,900億円程度 、△0.7％程度　）

　　（参考）児童手当拡充分等除き 82兆3,200億円程度（　〃　 △1兆　900億円程度 、△1.3％程度　）

②　地方一般歳出 66兆5,000億円程度（　〃　 △8,200億円程度 、△1.2％程度　）

　　（参考）児童手当拡充分等除き 65兆6,500億円程度（　〃　 △1兆3,200億円程度 、△2.0％程度　）

③　一般財源総額 55兆6,300億円程度（　〃　 200億円程度 、　　0.0％程度増）

④　一般財源比率 66.6％程度（平成⑰64.0％）

Ⅱ　財源不足の補てん

1　平成18年度における財源不足（8.7兆円程度）

　①　通常収支の不足 5兆7,000億円程度

　②　恒久的な減税の実施に伴う減収額 3兆　400億円程度

平�当初　　　通常収支　7.5兆円、恒久的な減税分3.5兆円、先行減税分0.2兆円　計11.2兆円

平�当初　　　通常収支10.2兆円、恒久的な減税分3.3兆円、先行減税分0.6兆円　計14.1兆円

平�当初　　　通常収支13.4兆円、恒久的な減税分3.2兆円、先行減税分0.7兆円　計17.4兆円
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税源移譲に伴う所得税の交付税率分への影響を緩和するため、地方財政に与える影響を勘案しつつ、以下の額を交付税総額に加算

　平成19年度　2,600億円　　平成20年度　2,000億円　　平成21年度　1,400億円

2　通常収支の不足の補てん（5.7兆円程度）　うち折半対象1.4兆円程度（H⑰4.3兆円）

　①　地方交付税の増額による補てん措置 1兆1,500億円程度

　　　一般会計における加算措置（既往法定分等） 4,400億円程度

　　　　　　　　　〃　　　　　　（臨時財政対策加算） 7,000億円程度

　②　臨時財政対策債の発行（※） 2兆9,100億円程度

　③　財源対策債の発行 1兆6,500億円程度

（※）　臨時財政対策債のうち、2兆2,000億円程度は、既往の臨時財政対策債の元利償還充当分、決算かい離の一体的是正分及び

平成14年度補正対策に伴う発行分（交付税特別会計借入金からの振替分）である。
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※　恒久的減税に係るH18の補てん措置はこれまでと同様のスキームとするが、H19以降に恒久化される地方税の減収に係る補

てん措置は以下のとおり。

�　国のたばこ税の一部移譲 …………………………継続

�　法人税の交付税率引上げ …………………………35.8％→H19～34.0％

�　地方特例交付金 ……………………………………H19　4,000億円、H20　2,000億円、H21　廃止

�　�、�で補てんされない減収相当額は、通常収支の国・地方の折半ルールに沿って補てん

3　恒久的な減税に伴う減収の補てん（3.0兆円程度）

 ①　恒久的な減税による地方税の減収 1兆8,100億円程度

 　　…国のたばこ税の一部の移譲、法人税の交付税率の引上げ、地方特例交付金及び減税補てん債により補てん

 ②　国税の減税による地方交付税の影響 1兆2,300億円程度

 　　…交付税特別会計借入金により補てんし、国・地方折半で償還
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Ⅳ　ハードからソフトへの決算かい離の一体的是正

 　投資的経費（単独）（－）2.0兆円程度 �
 �一般財源ベース　1.0兆円（平 3,500億円）
 　経常的経費（単独）（＋）1.0兆円程度 �

○　地方財政計画と決算の一体的かい離是正を行うため、投資的経費（単独）（－）2.0兆円程度

　　（一般財源ベースで（－）1.0兆円程度）と経常的経費（単独）（＋）1.0兆円程度を同額で一体的に是正

○　当面、臨時財政対策債で財源措置し、折半分は、後年度交付税に加算

Ⅲ　安定的財政運営に必要な地方一般財源総額の確保

 　一般財源　　　55兆6,300億円程度（前年度比　　＋200億円　　0.0％程度増）

 　地方交付税　　15兆9,100億円程度（前年度比　△9,900億円　△5.9％程度）

平成18年度の一般財源総額（55兆6,300億円程度）は、前年度比200億円程度増と、前年度以上を確保

　・ 地 方 税 34兆9,000億円程度 〈平�　33兆3,189億円〉

　・ 地 方 交 付 税 15兆9,100億円程度 〈平�　16兆8,979億円〉

　・ 臨時財政対策債 2兆9,100億円程度 〈平�　　3兆2,231億円〉

　・ そ の 他 1兆9,100億円程度 〈平�　　2兆1,731億円〉

　　　　　計  55兆6,300億円程度 〈平�　55兆6,130億円〉

〈その他には、減税補てん特例交付金、減税補てん債、地方譲与税（所得譲与税を除く）を含む。〉

Ⅴ　地方財政の健全化

○　累次の基本方針や総人件費改革基本指針に沿って、地方歳出を見直し

【増要因】

　・国庫補助事業（一般行政経費・投資的経費）…社会保障関係経費を中心に＋0.6兆円

【減要因】

　・給与関係経費（退職手当除く）…人員2.3万人純減、給与構造改革等により△0.4兆円

　・投資単独事業…H2～3の水準を目安に抑制し、△0.4兆円（かい離是正分除く）

①　地方財源不足の圧縮（通常収支） 〈平⑰　7.5兆円　→　平⑱　5.7兆円程度〉

②　うち通常収支（折半対象） 〈平⑰　4.3兆円　→　平⑱　1.4兆円程度〉

③　地方債依存度の低下 〈平⑰14.6％　　→　平⑱13.0％程度〉

④　地方債新規発行の減 〈平⑰12.3兆円　→　平⑱10.8兆円程度〉
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Ⅵ　三位一体改革の実現

○　国庫補助負担金改革

　・平成18年度までに、4兆円を上回る規模（精査中）の国庫補助負担金の改革

○　税源移譲

　・18年度税制改正で、所得税から住民税への3兆円の税源移譲を実施（19年度から）

　・18年度は移譲額の全額を所得譲与税で措置（3兆94億円）

○　交付税改革

　・交付税（臨財債を含む）はH⑯～⑱年度で△5兆円抑制（△5.1兆円）

1　平成18年度までに、補助金改革4兆円＋ 、税源移譲3兆円、交付税総額△5兆円の改革を実現

○　平成19～21年度に以下の金額を加算

　　平成19年度　　2,600億円

　　平成20年度　　2,000億円

　　平成21年度　　1,400億円

2　税源移譲に伴う所得税の交付税率分への影響を緩和するため、地方財政に与える影響を勘案しつつ、交付税総額の加算措

置を講じる
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【通常債】　 5兆8,100億円程度

【財源対策債】　 1兆6,500億円程度

【減税補てん債】 　4,500億円程度

（参考）【臨時財政対策債】　 2兆9,100億円程度

2　地方債総額　7兆9,100億円程度　（前年度比　△1兆1,300億円程度、△12.5％程度）

　　　　　　　　（参考）臨時財政対策債含み　10兆8,200億円程度　（前年度比　△1兆4,400億円程度、△11.8％程度）

Ⅷ　児童手当の拡充に係る地方特例交付金の創設

○　子育てを行う家庭の経済的負担の軽減等を図る観点から、児童手当制度を拡充

・「小学校第3学年修了まで」から「小学校修了まで」に支給対象年齢の引上げ

・所得制限の緩和（支給対象家庭の概ね90％までをカバー）

 �　被用者　780　万円　→　860万円 �
 � �
 �非被用者　596.3万円　→　780万円 �
 � �
 �　注）夫婦と児童2人の世帯の場合（収入ベース額） �

児童手当制度の拡充に伴う所要額　平⑱1,490億円程度（平年度1,790億円程度）を賄うため、地方特例交付金を創設

平⑱　700億円程度（平年度670億円程度）

Ⅶ　地方財源の確保

①　地方交付税の法定率分　 12兆5,300億円程度

 平成18年度の国税五税の収入見込額の一定割合の額から平成9年度・10年度分精算額（870億円）を控除

②　一般会計における加算措置　 1兆2,200億円程度

 ○　既往法定分等　 5,100億円程度

 ○　臨時財政対策分　 7,000億円程度

③　交付税特別会計借入金　 1兆1,600億円程度

 ○　恒久的な減税による交付税の影響の補てん分（国・地方折半で償還）

④　交付税特別会計借入金償還　 △800億円程度

 平成14年度補正対策による交付税特別会計借入金の1/4を償還（臨時財政対策債へ振替）

⑤　交付税特別会計借入金支払利子分　 △6,800億円程度

⑥　交付税特別会計剰余金の活用等　 4,700億円程度

⑦　平成17年度からの繰越分 1兆2,900億円程度

1　地方交付税総額の確保（15兆9,100億円程度）　　　　　（前年度比　△9,900億円程度、△5.9％程度）
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Ⅸ　退職手当債の創設

○　平年度ベースを上回る退職者がある団体で、定員・人件費適正化計画を定め、総人件費の削減に取り組む団体を対象に、

許可により退職手当債の発行を拡充

○　当該団体の退職手当額が平年度ベースの標準退職手当額を上回る額について発行可能

○　10年間の時限措置（平成18年度～27年度）

　将来の総人件費の削減に取り組む地方公共団体を対象に定年退職等の退職手当債の発行を拡充（2,600億円程度）

主な地方財政指標

一般財源総額

55.6兆円程度（平⑰＝55.6兆円、0.0％程度増）

（注）この場合の一般財源とは、地方税、地方交付税、臨時財政対策債、地方譲与税（所得譲与税を除く）、減税補てん特例交

付金、減税補てん債の計である。

66.6％程度（平⑰＝64.0％）

一般財源比率

13.0％程度（平⑰＝14.6％）

　〔臨時財政対策債を含む〕

地方債依存度

204兆円程度（平⑰末見込み＝204兆円）

地方の借入金残高（平⑱末見込み）

52.8兆円程度（平⑰末見込み＝51.7兆円）

　（うち地方負担金34.2兆円（平⑰末見込み＝33.6兆円））

交付税特別会計借入金残高
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国庫補助負担金の改革

　累次の「基本方針」並びに平成16年及び平成17年の「政府・与党合意」を踏まえ、平成18年度までに、4兆円を上回る国庫

補助負担金の改革を実施。

(1)　税源移譲に結びつく国庫補助負担金の改革（①＋②＋③）　 31,176億円

（平成16年度税源移譲に係るもの）

・義務教育費国庫負担金及び公立養護学校教育費国庫負担金

　（うち共済長期給付負担金及び公務災害補償基金負担金）　 （2,184億円）

　（うち退職手当及び児童手当）　 （2,309億円）

・児童保護費等負担金（うち公立保育所運営費）　 （1,661億円）

・介護保険事務費交付金　 （　305億円）

・軽費老人ホーム事務費補助金　 （　167億円）

　など　 計　7,093億円　 　①

（平成16年政府・与党合意（H16.11.26）に係るもの）

・義務教育費国庫負担金及び公立養護学校教育費国庫負担金　 （8,467億円）

・国民健康保険国庫負担　 （6,862億円）

・養護老人ホーム等保護費負担金　 （　567億円）

・在宅福祉事業費補助金（うち介護予防・地域支え合い事業（緊急通報体制等整備事業等）等）　 （　125億円）

・公営住宅家賃対策等補助（うち公営住宅家賃収入補助）　 （　641億円）

・協同農業普及事業交付金（うち職員設置費の一部）　 （　146億円）

・小規模企業等活性化補助金（うち小規模事業経営支援事業費補助金等）　 （　　96億円）

・消防防災設備整備費補助金（緊急消防援助隊関係設備分を除く）　 （　　61億円）

　など　 計　17,539億円　 　②

（平成17年政府・与党合意（H17.11.30）に係るもの）

・児童扶養手当給付費負担金　 （1,805億円）

・児童手当国庫負担金　 （1,578億円）

・介護給付費等負担金（うち施設等給付費に係るもの）　 （1,302億円）

・地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金（うち都道府県交付金）　 （　390億円）

・公営住宅家賃対策等補助（うち公営住宅法に基づく国庫負担金分等）　 （　620億円）

・公立学校等施設整備費補助金（うち不適格改築の一部等）　 （　170億円）

　など　 計　6,545億円　 　③

(2)　国庫補助負担金のスリム化・交付金化　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　精　　査　　中

(3)　国庫補助負担金改革の全体像　(1)＋(2)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 4兆円＋α

（精　　査　　中）
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税　源　移　譲

　「基本方針2005（H17.6.21閣議決定）」及び三位一体の改革について（H17.11.30政府・与党合意）」等に基づき、次のとおり

税源移譲を実施

○　税源移譲は、国庫補助負担金改革の結果を踏まえ、3兆円規模を行う。

○　この税源移譲は、平成18年度税制改正において、所得税から個人住民税において行い、個人住民税所得割の税率を10％（道

府県民税4％・市町村民税6％）の比例税率とする。

○　18年度は、暫定的措置として、所得譲与税による税源移譲を実施する。平成18年度の所得譲与税は3兆94億円とし、税源移

譲後の道府県民税所得割、市町村民税所得割の税率を踏まえ、都道府県へ2兆1,794億円、市町村（特別区を含む）へ8,300億

円をそれぞれ譲与する。

●　都道府県への譲与総額のうち、以下により算出した額をそれぞれ都道府県へ譲与

・6,695.4億円…平成17年度所得譲与税の各団体ごとの譲与額

・6,292.0億円…平成17年度税源移譲予定特例交付金の各団体ごとの交付額

・8,806.6億円…各団体毎の税源移譲見込額（注）で按分した額

●　市町村への譲与総額のうち、以下により算出した額をそれぞれ市町村へ譲与

・4,463.6億円…平成17年度所得譲与税の各団体ごとの譲与額

・3,836.4億円…各団体毎の税源移譲見込額（注）で按分した額

（注）「税源移譲見込額」は、各団体における課税所得段階ごとの納税義務者数（平成17年度の市町村課税状況調査によ

る数値）に基づいて理論計算した税源移譲前後の個人住民税収の差額（負数の場合には0）とする。
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地方交付税改革

（H⑯～H⑱）1　総額の大幅な抑制

交付額総額（臨財債を含む）の抑制

 △ 5.1兆円（うちH⑱年度△1.3兆円程度）

〈参考1〉

　地方の一般歳出（H⑯～H⑱）△4.1兆円　　　　（うちH⑱年度△1.3兆円程度）

〈参考2〉

国・地方の基礎的財政収支は1.5％改善（H⑭→H⑰）

うち国の寄与　0.5％

うち地方の寄与　1.0％

〈なお、H⑱地財対策により更に0.5％改善に貢献〉

※　基礎的財政収支は、「改革と展望」ベースの値であり、近年の最も赤字の大きいH⑭から比較したもの

※　交付税の臨時財政対策加算、交付税特会借入（通常収支）の圧縮は、地方の寄与としてカウント

2　制度の改革等

○　「行政改革インセンティブ算定」の創設・拡充

・歳出効率化努力に応じた算定（H⑰約400億円）

・徴収率向上努力に応じた算定（H⑰約100億円）

○　企業誘致等による税収確保努力インセンティブの強化

・道府県分の留保財源率を20→25％

○　アウトソーシングによる効率化を算定に反映

・ゴミ収集、学校給食等について、アウトソーシングによる効率化を前提とした算定（約△2,000億円）

○　段階補正の縮小

・小規模市町村の算定を効率的な団体を基礎に縮減（約△2,000億円）

○　算定の簡素化

・都道府県分の補正係数を概ね半減

・事業費補正（事業量に応じた算定）の大幅な縮減

○　計画と決算の乖離の同時一体的是正

・H17年度に3,500億円、H18年度に1兆円（一般財源）の是正を実施

○　財政力格差拡大への適切な対応

・税源移譲分を基準財政収入額へ100％算入（当面の措置）

○　不交付団体の増加

人口割合（市町村）　H⑫11.5％　→　H⑰18.4％

（2010年代初頭には人口割合1/3、税収割合1/2を目指す）
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政 策

平成18年度地方財政収支見通しの概要

備　　　考増減率
（見込）平成17年度平成18年度

（見込）項　　　　目

約▲　0.7％837,687億円約831,800億円歳入歳出規模A

（約▲　1.3％）（834,155億円）（約823,200億円）（児童手当拡充分等を除く）

公債費（企業債を含む。）等を除く歳出約▲　1.2％673,216億円約665,000億円地方一般歳出

（約▲　2.0％）（669,684億円）（約656,500億円）（児童手当拡充分等を除く）

※1　平成18年度一般財源化に係る影
響額を含む。

※2　投資的経費との一体的是正＋
10,000億円を除いた場合。

※3　平成18年度一般財源化に係る影
響額を含む。

※4　一般行政経費との一体的是正▲
20,000億 円（一般財源ペース▲
10,000億円）を除いた場合。

約▲　0.6％227,240億円約225,900億円給与関係経費

歳　
　
　
　
　
　
　
　

出

約▲　2.1％209,749億円約205,400億円うち退職手当以外

約　16.9％　17,491億円約　20,400億円 う ち 退 職 手 当

一般行政経費

約　　7.8％125,063億円約134,800億円 うち単独分※ 1

（約▲　0.2％）（約124,800億円）（乖離是正前）※2

約▲　0.6％133,803億円約133,000億円公債費

投資的経費

約▲19.2％124,911億円約100,900億円 うち単独分※ 3

（約▲　3.2％）（約120,900億円）（乖離是正前）※4

約▲　4.6％　28,659億円　　27,300億円公営企業操出金

約▲　8.5％　20,568億円約　18,800億円うち企業債償還費
 普通会計負担分

約　　5.3％　　8,091億円約　8,500億円う ち そ の 他

1　交付税特別会計借入金
　・平成18年度末見込み約52.8兆円
　　（うち地方負担分約34.2兆円）　

平成17年度末見込み
約51.7兆円

（うち地方負担分
約33.6兆円）

2　地方の借入金残高
　・平成18年度末見込み約204兆円

　　　4.7％333,189億円　348,983億円地 方 税 Ｂ

歳　
　
　
　
　
　
　
　

入

　　102.6％　18,419億円　　37,324億円地 方 譲 与 税

　　169.7％　11,159億円　　30,094億円 うち所得譲与税

▲　　0.4％　7,260億円　　72,230億円 うち所得譲与税
以外　　Ｃ

▲　46.2％　15,180億円　　8,160億円地 方 特 例 交 付 金

▲　16.1％　8,888億円　　7,456億円 うち減税補てん
特別交付金　Ｄ

▲　　5.9％168,979億円　159,073億円地 方 交 付 税 Ｅ

▲　19.0％　5,583億円　　4,520億円減 税 補 て ん 債 Ｆ

▲　　9.8％　32,231億円　　29,072億円臨時財政対策債Ｇ

　　　0.0％556,130億円　556,334億円一 般 財 源 計 Ｈ
（Ｂ～Ｇ）

▲　11.8％122,619億円　108,174億円地 方 債 Ｉ

14.6％約13.0％地 方 債 依 存 度
（Ｉ／Ａ）

平成17年12月24日現在

（注）本表は、地方公共団体の予算編成のための目安として作成したものであり、計数は精査の結果、異動する場合がある。
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政 策

地方財政計画の伸び率等の推移
（単位：％）（参　考）

（対　前　年　度　伸　び　率）
年　　度

地方交付税地方税地方一般歳出地方財政計画

　29.7　23.5　25.5　24.1昭和50年度

　17.1△　0.0　16.2　17.251

　10.0　18.1　13.7　14.252

　23.4　10.4　18.7　19.153

　　9.2　11.6　12.6　13.054

　　5.0　16.5　　6.0　　7.355

　　7.9　13.4　　5.5　　7.056

　　7.0　11.7　　4.5　　5.657

△　4.9△　0.1　　0.2　　0.958

△　3.9　　6.8　　0.3　　1.759

　10.9　10.6　　3.5　　4.660

　　4.0　　6.9　　4.3　　4.661

　　0.6　　0.6　　2.9　　2.962

　　7.5　　9.4　　5.7　　6.363

　17.3　　8.1　　7.1　　8.6平成元年度

　10.3　　7.5　　6.7　　7.02

　　7.9　　6.1　　7.4　　5.63

　　5.7　　4.1　　5.9　　4.94

△　1.6　　1.6　　4.4　　2.65

　　0.4△　5.7　　4.6　　3.66

　　4.2　　3.6　　3.6　　4.37

　　4.3　　0.1　　2.3　　3.48

　　1.7　　9.6　　0.9　　2.19

　　2.3　　3.9△　1.6　　0.010

　19.1△　8.3　　1.8　　1.611

　　2.6△　0.7△　0.9　　0.512

△　5.0　　1.5△　0.6　　0.413

△　4.0△　3.7△　3.3△　1.914

△　7.5△　6.1△　2.0△　1.515

△　6.5　　0.5△　2.3△　1.816

　　0.1　　3.1△　1.2△　1.117

［△　1.7］［△　1.5］

△　5.9　　4.7△　1.2△　0.718

［△　2.0］［△　1.3］

（注）　［　］内は、国保調整交付金、児童手当拡充分等を除いた場合である。


